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第145回 統計委員会 議事録 

 

 

１ 日 時 令和２年１月24日（金）13:00～14:50 

 

２ 場 所 総務省第２庁舎 ７階 大会議室 

 

３ 出席者 

【委   員】 

北村 行伸（委員長）、椿 広計（委員長代理）、岩下 真理、川﨑 茂、神田 玲子、 

清原 慶子、佐藤 香、白塚 重典、津谷 典子、中村 洋一、野呂 順一、宮川 努 

【臨時委員】 

  宇南山 卓、川口 大司、成田 礼子 

【幹事等】 

  内閣府大臣官房企画調整課長、総務省統計局長、総務省政策統括官（統計基準担当）、

財務省大臣官房総合政策課経済政策分析官、文部科学省総合教育政策局調査企画課課

長補佐、厚生労働省政策統括官（統計・情報政策、政策評価担当）、農林水産省大臣官

房統計部長、経済産業省大臣官房調査統計グループ統計企画室長、国土交通省総合政

策局情報政策課課長補佐 

【審議協力者】 

内閣府経済社会総合研究所長、内閣府経済社会総合研究所総括政策研究官、総務省統

計局統計調査部長、日本銀行調査統計局参事役、東京都総務局統計部長 

【事務局（総務省）】 

長屋総務審議官、岩佐大臣官房審議官、小森大臣官房審議官 

統計委員会担当室：櫻川室長、栗原次長、鈴木次長、柴沼次長 

政策統括官（統計基準担当）：横田政策統括官、山田統計企画管理官、 

上田参事官 

 

４ 議 事 

（１）諮問第135号の答申「作物統計調査の変更について」 

（２）諮問第138号の答申「建築着工統計調査の変更について」 

（３）部会の審議状況について 

（４）毎月勤労統計調査について 

（５）令和２年度統計リソースの状況について 

 

５ 議事録 

○北村委員長 それでは、定刻となりましたので、ただ今から第145回統計委員会を開催い

たします。 
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 本日は嶋﨑委員が御欠席です。また、産業統計部会の答申、人口・社会統計部会の部会

報告があるため、議事に関係のある臨時委員として、宇南山臨時委員が御出席です。宇南

山委員、御挨拶を一言お願いします。 

○宇南山臨時委員 御紹介いただきました一橋大学の宇南山と申します。人口・社会統計

部会と産業統計部会に属しております。どうぞよろしくお願いいたします。 

○北村委員長 更に、御出席いただく各府省の出席者に変更がございましたので、御挨拶

いただければと思います。農林水産省、大角大臣官房統計部長。 

○大角農林水産省大臣官房統計部長 １月１日付で農林水産省の統計部長に着任しており

ます大角です。どうぞよろしくお願い申し上げます。 

○北村委員長 それでは、議事に入る前に本日の議題等、用意されている資料について、

事務局から簡単に御説明と確認をお願いします。 

○櫻川総務省統計委員会担当室長 では、お手元の資料について、議事の内容説明と併せ

て確認させていただきます。 

 本日は、答申が２件、部会報告が２件、その他の案件が２件です。まず、諮問第135号の

答申「作物統計調査の変更について」が資料１－１から１－３、諮問第138号の答申「建築

着工統計調査の変更について」が資料２、「部会の審議状況について」が資料３－１及び３

－２、「毎月勤労統計調査について」が資料４－１及び４－２、「令和２年度統計リソース

の状況について」が資料５－１及び５－２です。 

 議事の説明と資料の確認は以上となります。 

○北村委員長 ただ今事務局から説明があったとおり、本日は答申及び部会報告のほか、

毎月勤労統計調査、令和２年度統計リソースの状況について説明があります。本日はこの

ような議題にいたします。 

 それでは、最初の議事に入ります。諮問第135号の答申「作物統計調査の変更について」

の答申案についてです。川﨑部会長から御説明をお願いいたします。 

○川﨑委員 それでは、資料１－１の案に沿いまして、答申案について説明いたします。

これにつきましては、先月の統計委員会におきまして、第１回と第２回の部会審議の状況

について報告いたしました。そういったことを踏まえまして、今回の答申案の取りまとめ

に至りました。以下、重要な点につきまして報告いたします。 

 この答申案ですが、御覧いただきますと、通常の構成のとおりですが、３部構成になっ

ています。まず１ページ目に「１」として調査計画の変更について、それから、ずっとめ

くっていただきまして、後ろの方の６ページ目に「２」として過去の答申や公的統計の整

備に関する基本的な計画への対応状況について、最後の７ページ目に、短いですが、今後

の課題を整理しております。 

 それでは、順番に申し上げていきたいと思います。 

 １番目ですが、調査計画の変更についてです。最初に結論として記載しておりますが、

承認の適否につきましては、承認して差し支えないと結論を整理しております。その理由

については、「（２）理由等」以降にありますので、これから順番に主な点を申し上げます。 

 まず、この「（２）理由等」の内訳についてですが、一つ一つ申し上げます。始めに、作
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物統計調査の標本設計の変更となりますが、「（ア）水稲作況調査の標本筆の数の削減」に

ついてです。標本設計を見直しまして、過去の精度を確認した上で、目標精度に対して高

い結果精度が得られている都道府県につきましては、調査の効率化を図るという観点から、

必要な精度まで標本筆の数を縮減するということであるため、適当であると整理しており

ます。 

 次に２ページ目ですが、「（イ）荒茶工場の抽出方法の調査計画上への明記」についてで

す。これまで調査計画上に規定されていなかったお茶の収穫量調査の調査対象である荒茶

工場の抽出方法について、調査計画上に規定するように変更するというものです。これに

より、統計作成過程の明確化を図るということであります。まさに統計利用者への情報提

供、あるいはブラックボックス化することが無いようにということですので、方向として

は適切であるということで、おおむね適当と整理しております。 

 その上で２点ほど指摘しております。まず１点目は、特に調査結果への影響が大きい全

数調査の階層につきまして、欠測値が起こる場合がありますが、この欠測値の補正などの

問題について推計をきちんと行っていただくようにということで、統計利用者による調査

結果の利活用に当たっても重要な情報であることから、このような情報提供をしていただ

くように指摘しています。それから、２点目の指摘としましては、特に全数調査の階層で

一部回収率の低いところがあり、こういったところにつきましては、調査結果の正確性・

信頼性の確保・向上の観点から、回収率が高い都道府県の結果や取組を参考にしながら、

効果的で有効な回収率向上方策を検討・実施するように指摘しています。これが（イ）の

ところです。 

 続きまして、「イ 報告を求める事項の変更」ということで、調査の内容になります。２

ページ目となります。まず、「（ア）「玄米選別形態」を把握する調査項目の選択記入方式へ

の変更」についてですが、これは調査対象者が自ら記入するのではなく、地方農政局の職

員等が農家から聞き取ったものを記入するという欄の変更です。従来は、選別する形態の

コード番号を調査票に記入する方法を採っておりましたが、今後はあらかじめ選択肢を設

けた上で、その中から該当するものに丸を付けるという変更です。これにつきましては、

おおむね適当と結論づけています。 

 その上で、選択肢について、変更案では「その他」と「不明」があるのですが、これら

は非常に紛らわしく、両者の境目がよく分からないところがありますので、この辺りにつ

きましては見直していただいて、図２のように「その他（不明）」に統合していただくこと

で整理しています。また、分かりやすさという点からは、表示の仕方も読みにくかったの

で、その辺りの修正も併せて行っていただくことにしています。 

 続きまして３ページ目、今度は「（イ）調査項目の追加」についてです。こちらは水稲の

10アール当たりの収量を算出する上で必要な調査事項であるということですが、従来、地

方農政局等の職員が調査票の欄外に記入する対応をしていたということです。これは本来、

重要な調査事項であるにもかかわらず、そのような欄外等に追記するのはいかがなものか

ということで、今回はあらかじめ調査票に記入項目として追加するように変更するという

ことです。これにつきましては、記入漏れ・誤記入を防止する効果があり、また、調査票
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の審査における確認作業の効率化が図られるということですので、結論としましては、お

おむね適当と整理いたしました。 

 ただ、今回追加する項目を含めまして、各調査項目がどのように把握され、どのように

活用されるかという情報が、統計利用者にとって、データの精度、あるいは算出のプロセ

スを知る上で重要であるということで、具体的かつ丁寧に情報提供するように指摘してお

ります。 

 続きまして、今度は４ページ目、「ウ 報告を求めるために用いる方法等の変更」につい

てですが、このうち「（ア）電子メールによる調査票提出方法の追加」は説明を省略させて

いただき、「（イ）水稲作柄概況調査の調査方法等の変更」についてですが、水稲の作柄概

況調査では、調査基準日となる８月15日時点での水稲の生育が遅いということで、稲穂の

数とか、もみの数といった実測が困難な遅場地帯がございます。この地帯は早場地帯のよ

うに、「作柄の良否」を予測することが困難であるということで、これまでは草丈の長短と

か、茎の数の多少を実測して、「生育の良否」として公表していました。図４に示してある

ものです。しかしながら、遅場地帯におきましては、降水量とか、気温などの気象データ

と、地表温度、日射量などの人工衛星データを基に、早場地帯と同様に「作柄の良否」を

予測する手法を用いることが可能であることが分かっております。その予測手法を導入す

るように変更するということが、変更の意図です。これにつきましては、統計利用者の利

便性に資するものであることから、おおむね適当と整理しています。 

 その上で、同じ「作柄の良否」という情報が出てまいりますが、これは実測調査を基に

する早場地帯と、実測調査ではなくて、今申しました気象データとか、人工衛星データな

どで予測する遅場地帯、この２つの地帯では予測のプロセスが異なることになりますので、

異なった性格のものがあることが分かるように、調査計画に記載していただくことを指摘

しています。統計の利用者に対しても、そのようなことを具体的かつ丁寧に情報提供を行

っていただきたいという趣旨です。 

 続きまして、５ページ目の中ほど、「エ 調査結果の公表期日の変更」についてです。こ

れにつきましては、①及びその次の６ページ目の②に記載してありますとおり、調査を取

り巻く状況の変化、あるいは調査結果の取りまとめに要する期間の十分な確保といった観

点から、特に麦類、大豆の収穫量調査並びにそば及び花きの作付面積調査及び収穫量調査

の結果の公表期日を、１か月半から２か月程度後ろ倒しにする変更を行うものです。これ

につきましては、調査結果の利活用に支障がない範囲において変更するものであり、結論

としましては、おおむね適当とさせていただいております。 

 ただし、今回の変更に伴いまして、各作物に係る調査結果の中でも、従来どおり、速報

と確報の２段階で公表するものと、速報を廃止して確報として公表するものが混在するこ

とになります。このため、調査計画において、その点が明確になるように修正していただ

くように指摘しております。以上が５ページ目のところです。 

 続きまして、６ページ目に進ませていただきます。大きな項目が変わりまして、「２ 「諮

問第93号の答申 作物統計調査の変更について」及び「公的統計の整備に関する基本的な

計画」における課題への対応状況」についてです。この調査におきましては、一部の作物
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を除きまして、作付面積調査及び収穫量調査においては、一定の周期によって全都道府県

を対象とする全国調査を行って、その中間年におきましては、作付面積の多い上位都道府

県のみを対象とした主産県調査を行い、全国値を推定する方法を採っているところです。

平成29年産調査からは、全国調査の実施間隔が拡大されることとなりましたので、主産県

調査年においては、全国値の推定値の精度向上の観点から、全国値の推定方法の妥当性に

ついて検証・検討を行うように、統計委員会の答申及び公的統計基本計画で課題として指

摘されているところです。 

 このようなことを踏まえまして、農林水産省では、平成29年産調査以降、全国調査を実

施した作物から順次、検証・検討を進めており、現時点までの検証結果を確認した限りで

は、現行の推定方法による支障等は生じていないと考えられます。しかし、いまだに検証

に至っていない作物もありますので、そういった状況を引き続き注視していくこととして

おります。これが統計委員会の答申、あるいは基本計画に関する課題への対応状況につい

てです。 

 最後に、７ページ目、「３ 今後の課題」についてです。先ほど申し上げました課題を改

めて整理して記載しています。今回の変更では、水稲の作柄概況調査において、気象デー

タ及び人工衛星データのみにより遅場地帯の作柄予測を行うという計画となっております

が、こういった人工衛星データ、あるいは小型無人機、いわゆるドローンを始めとしまし

て、先進技術の更なる進展も考えられますので、当該技術を活用した調査方法の導入によ

る調査実施の効率化について、引き続き検討を行っていただくよう課題として指摘してい

ます。 

 以上が答申案の概要です。 

 最後に１点だけ申し添えたいことがございますので、発言させていただきます。今回の

部会審議を通じまして、私から調査実施者に対しまして、特に強調したことが１つありま

す。それは答申案の中にも少し記載してありますけれども、調査プロセスの管理、ドキュ

メントの整備、あるいは統計利用者向けの情報提供といったことを丁寧に対応していただ

くという指摘であります。作物統計調査は、様々な種類のデータを用いて統計が作成され

るということで、ともすると、調査プロセスが外部から見えにくくなるおそれがあると感

じられました。昨年の統計委員会における点検検証等においても、調査プロセスの適切な

管理が重要であることが強く認識されております。このようなことを踏まえまして、調査

プロセスのブラックボックス化を避け、また、特に統計利用者向けにも透明性を高めてい

くことが必要であろうと思います。そういう観点から、対応をお願いすることにしたもの

です。このようなことは、原則、全ての統計調査で行っていかなければいけないことでは

あるのですが、全ての調査で何かまとめて一斉にやろうとすると、かなり大変な作業にな

りますので、できれば、個別の調査計画の変更に伴う諮問・答申のプロセスの中でリマイ

ンドすることで、通常の業務の中に、このような作業を組み込み、点検検証で得られた知

見も実践していくことができるのではないかと思います。 

 そういうことで、今後とも他の統計調査の諮問・答申のプロセスの中でも、このような

ブラックボックス化の防止とか、透明性の向上といったことを強調していくことができた
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らと思っています。 

 長くなりましたが、以上です。 

○北村委員長 ありがとうございました。ただ今の答申案の御説明について、御質問、あ

るいは御意見はありますか。 

 白塚委員。 

○白塚委員 私もこの方向性は良いと思いますし、特に稲とかの作柄について、衛星デー

タとか使えるものが出来てきたので、それをうまく使って効率化を図るという方向性は非

常に良いと思います。ただ、前回も聞いたのですけれども、その後、予測作業をどのよう

に行っているのか、もう少し具体的に色々聞いてみたところ、かなり膨大な作業をしてい

るのですが、データなどをうまく使って、推計作業をもう少しうまく効率化できるかと思

います。これは第一歩だと思いますので、今後の課題で指摘されているように、引き続き、

これをより良いものにしていく努力を継続的に行ってもらいたいと思います。 

○北村委員長 何か担当者から御意見はありますか。 

○大西農林水産省大臣官房統計部生産流通消費統計課長 農林水産省でございます。御審

議ありがとうございました。 

 白塚委員から、個別に御説明に伺わせていただいた際にも、アドバイスをいただいてお

ります。そういったアドバイスなども踏まえながら、こういうＡＩとか、日々進歩いたし

ます技術などをうまく活用いたしまして、私どもで作成しております統計も、正確性を維

持しつつ、いかに効率化するかについて、日々検討を進めていきたいと思っております。

また、川崎部会長から御指摘がございましたブラックボックス化の回避なり、透明性の確

保・向上についても、当省のウェブサイトを始め、色々なところで適正に情報発信ができ

るように、関係方面ともよく相談しながら進めていきたいと考えておりますので、引き続

き御指導をよろしくお願いいたします。 

○北村委員長 他に御意見、御質問ありますか。部会に所属の岩下委員、宇南山委員から

追加・補足等、何かありますか。よろしいですか。 

 他にないようでしたら、取りまとめたいと思います。今回の変更計画について、主とし

て調査の効率化等の観点から、水稲に係る標本筆数の削減や、従来の職員による実測調査

によらず、人工衛星データの活用という新たな手法の導入による統計の作成等を行うもの

となっており、統計精度の確保に努めつつ、調査を取り巻く状況の変化に対応するものと

考えられることから、その変更については、承認して差し支えないものと考えます。 

 ただし、川﨑部会長から御発言がありましたとおり、調査プロセスの透明性を高めるこ

とは、昨年９月の本委員会の建議でも触れておりますし、統計データの利活用促進という

点に加え、統計作成プロセスの適正化を図るという点からも、大変重要であり、川崎部会

長の御意見に深く賛同いたします。農林水産省においては、この点を十分に認識され、答

申案で指摘されている点について、統計利用者に対し、適切に情報提供を行っていただく

ようお願いいたします。 

 更に、今回指摘されている先進技術を活用した統計手法の導入については、実測調査等

を行うことがメインとなっている水稲に係る調査の特殊性を踏まえたものであり、また、
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厳しさを増す統計調査環境を考えると、重要な取組と思いますが、十分な調査精度を確保

することを前提に、その実現可能性について、引き続き検討を進めていただくようお願い

いたします。 

 それでは、答申案についてお諮りいたします。作物統計調査の変更について、本委員会

の答申は、資料１－１のとおりでよろしいでしょうか。 

（「異議なし」の声あり） 

○北村委員長 それでは、答申案のとおりといたします。川﨑部会長を始めとする産業統

計部会の所属委員等におかれましては、部会での御審議どうもありがとうございました。 

 それでは、次の議事に移ります。138号の答申「建築着工統計調査の変更について」の答

申案についてです。これも川﨑部会長から御説明をお願いいたします。 

○川﨑委員 続きまして、今度は資料２に沿いまして、建築着工統計調査の変更について

（案）ということで、答申案の御説明をいたします。 

 この変更につきましては、昨年12月の統計委員会での諮問の後、１月８日に部会を開催

いたしまして、諮問事項について一通り審議を行いまして、答申案の方向性について了承

を得ました。その後、書面審議による議決を経まして、本日御報告となっております。 

 では、答申案のポイントを簡潔に御報告いたします。この答申案も先ほどと同じように

３部構成となっておりまして、１番目が１ページ目の本調査計画の変更、２番目が４ペー

ジ目に飛びますが、第Ⅲ期基本計画の指摘への対応状況、それから３番目が５ページ目の

今後の課題となります。 

 ということで、調査計画の変更が一番主なところですので、こちらから順番に説明いた

します。調査計画の変更の冒頭のところですが、全体として承認の適否ですけれども、結

論としましては、承認して差し支えないといたしました。その理由については、この後に

順次説明させていただきます。 

 まず「ア 補正調査の見直し」でありますが、これまでも話題になっておりましたが、

調査の名称もどうも何かかなり附帯的な小さい調査と見られがちですけれども、実際、建

築工事額を正確に推計するためにかなり重要な役割を持っているという統計でもあります。

ということで、統計委員会の中でも名称はこれでいいだろうかという指摘があったわけで

すが、このようなことを踏まえまして、名称を「補正調査」から「建築工事費調査」に変

更するという計画です。これにつきましては、名称をきちんと調査の内容に合わせている

ということで、適当と整理いたしました。 

 次に、今度は調査方法になりますが、「（イ）報告者の選定方法等の変更」についてです。

これにつきましては、次のページの表１のとおりの変更になります。従来の方法、層化二

段抽出を層化無作為抽出に変えるということで、層別は３番目の欄にありますように、工

事予定額の規模によって３段階に分けて、建物の構造を木造・非木造に分けるということ

で、全体の配分をネイマン配分、全体の精度が一番高くなるような効率的な方法というこ

とで、それを適用するということです。当時、このような検討が統計委員会の審議の中で

も紹介がありましたけれども、その検討を踏まえての変更ですので、これにつきましては

おおむね適当と整理いたしました。 
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 なお、この部会の審議の中では、報告者の選定方法等につきまして利用者への情報提供

の必要性、あるいは選定方法の見直しの検討についての指摘がありました。ということで、

次の段落の「ただし」以降にありますようなことを申し添えております。つまり本調査の

結果の利活用促進の観点から、利用者に対して、層別の抽出率、抽出方法に関する情報を

提供する必要があることを指摘しているということです。また、その次にありますように、

全数調査の範囲、層化基準といったことにつきましては、今後、実際のデータにより定期

的に検証し、必要に応じて見直しの検討をすることが必要であると指摘しています。この

ようなことも先ほど作物統計調査でも申し上げましたように、透明性の向上、更にはブラ

ックボックス化の防止ということで指摘して、対応をお願いするということです。 

 次の項目ですが、「（ウ）調査方法の変更」です。これまで補正調査では、都道府県職員

による他計調査として実施しておりました。しかし、今回からは民間事業者を活用した郵

送オンライン調査方式による自計調査に変更する計画となっています。２ページ下の方か

ら３番目の段落、「これについては」とありますが、これ以降にありますように、報告者を

国土交通省が直接選定する方法に変更することを踏まえたものであり、都道府県の事務負

担の軽減が実現できますので、おおむね適当と整理しております。 

 なお、部会では、回収率の確保、あるいは実施状況の確認が必要であるという御意見が

ありました。このようなことを踏まえまして、その下の段落の「ただし」にありますよう

に、調査業務の民間委託に当たっては、結果精度を確保するために、各層において十分な

回答数が得られるように、また回収率の向上に努めることが必要であること。調査の実施

後におきまして、今回の変更による実施状況の確認や調査結果への影響分析を行うことが

必要であると指摘しています。これが調査方法の変更に関するものです。 

 続きまして３ページ目、今度は調査事項の変更です。最初に「ａ 調査事項の追加・削

除」について申し上げますと、今回、調査事項に「工事の着工日」と「完了日」を追加す

ることとしておりまして、これまで把握していた「工事実施額」の内訳を削除する計画と

なっています。これにつきましては、統計委員会の指摘を踏まえた調査事項の追加となり、

他方で、相対的に必要性が低下している調査事項を削除することで、報告者負担の軽減を

図るということですので、適当と整理しています。 

 次に「ｂ 調査票の様式の変更」です。補正調査の調査票の様式を全面的に変更すると

いうことです。これについては回答欄が大きくなって記入しやすいものになっており、こ

ういったことを評価して、おおむね適当と整理しています。 

 ただし、部会で色々点検しましたところ、調査対象となる建物が調査票に具体的に明記

する欄が設けられていないため、誤った報告が発生する懸念もあるとの指摘がありました。

そのようなことから、「ただし」以降にありますように、調査票に調査対象の建築物が特定

できる情報を明記するなど、円滑な調査の実施に向けた適切な措置を講じる必要があるこ

とを指摘しております。 

 今度は下の半分、「（オ）集計事項の変更」です。「ａ 都道府県別集計の廃止」が最初に

あります。先ほど御紹介しましたとおり、今回は標本設計が都道府県の標本設計ではなく、

全国一本の設定となっておりますので、それに伴いまして都道府県別の集計を廃止する計
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画です。これにつきましては、ニーズも把握した上で、都道府県でこのような結果の利用

を調べた限りでは特になかったということで、都道府県にも照会をかけた上でのことであ

り、情報量が減るのはややもったいないところですが、統計委員会の提言にもそのような

対応であるということで、やむを得ないものであると整理しております。 

 なお、後段の「ただし」以下にありますように、統計精度検査報告書の中では、大規模

都道府県における特別集計を実施する意義はないか検討するようにという指摘もあります。

このため、この答申におきましても、地域別集計の利用ニーズが今後生じてくるのではな

いかとか、あるいは地域別の傾向がこれまで分析したものと異なったものが出てくるので

はないかといったこともあろうかと思いますので、地域別集計を行った結果の精度の確認

といった検証も必要であると指摘しています。 

 次に「ｂ 補正調査の全面的な見直しに伴う集計事項の見直し」です。今回の補正調査

を全面的に見直すことに伴いまして、新たに構造別及び工事費予定額階級別に「工事実施

床面積」及び「工事実施額」を集計することが計画されています。これにつきましては、

利用者のニーズを踏まえたものであり、おおむね適当と整理しています。 

 ただし、実は今回の調査事項の中に「工事の着工日」、「工事の完了日」が入っているわ

けですが、これについては特に結果の集計は行わないとの説明がございました。ただ、調

査事項として入れている以上は何らかの情報を提供する必要があるであろうということで、

「ただし」以下に、「工事の予定期間と実際の期間との差を集計するなど、今回追加した調

査事項を活用した集計結果を公表する必要がある」と指摘しています。 

 次に４ページ目、「（カ）公表時期の変更」についてです。これは今回の補正調査の公表

時期を「調査年の翌年４月末までに公表」から「調査年の翌年９月末までに公表」に変更

する計画となっています。これにつきましては、試験調査の結果を踏まえて、督促、結果

精度の確保などに必要な業務の期間を確保する必要があること、また結果の利用上の影響

も小さいことから、後ろ倒しになるのもやむを得ないと整理しております。以上が「ア 補

正調査の見直し」です。 

 次は４ページ目の中ほどですが、「イ 建築物着工統計調査及び住宅着工統計調査の集計

事項の一部変更」についてです。これにつきましては今回、建築物着工統計調査及び住宅

着工統計調査の集計事項のうち、調査結果の時系列比較ができないなど、現時点で利活用

の乏しいものを削除する計画となっています。これにつきましては、東京都特別区や政令

指定都市別、あるいは地域別が非常に詳細なために、秘匿措置の対象となるセルが多く発

生している実情があります。利用者にとって利活用が困難な状況がみられるということで、

それを踏まえての対応であり、やむを得ないと整理しています。 

 その上で、続いて「ただし」と記載してありますが、引き続き利用者のニーズを十分に

把握し、必要に応じて特別集計を行うなど、積極的な情報提供を図る必要があることを指

摘しています。今回の変更事項についての審議事項は以上です。 

 次に４ページ目の下、「２ 第Ⅲ期基本計画の指摘への対応状況」です。これにつきまし

ては、第Ⅲ期基本計画で検討事項とされた事項について、今回の申請において一応の対応

がなされていることから、おおむね適当と整理しています。 
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 最後に「３ 今後の課題」ですが、５ページ目にあります。これにつきましては、今回

の報告におきまして検討課題としておりました点を整理していますが、「（１）標本設計の

閾値等の検討」については、標本設計の中で層別の閾値を更に今後とも検討するようにと

あり、そちらを記載しています。残りが「（２）調査方法の変更による影響分析」、「（３）

集計事項の充実に向けた検討」です。 

 以上が答申案の概要です。 

 最後になりますが、この調査は平成28年度から統計委員会において継続的に審議されて

おり、今回は審議内容が調査計画に適切に反映されていることを確認できたと考えていま

す。一方で、国土交通省においては、今後の課題でも指摘しましたように、今後とも調査

の実施状況や利活用状況を定期的に把握していただいて、必要に応じて調査計画の見直し

もしていただきたいとお願いします。更に、今回調査方法が大きく変わることになります

ので、報告者や利用者に対しまして、適時適切に必要な情報を提供していただきたいと思

います。今後この調査の利活用が一層進むことを期待しまして、答申案の報告といたしま

す。 

 以上です。 

○北村委員長 ありがとうございました。ただ今の答申案の御説明について、御質問ある

いは御意見はございますか。 

 どうぞ、清原委員。 

○清原委員 清原です。御丁寧な御検討、そして御報告をありがとうございます。 

 この建築着工統計調査の変更については、この間も統計委員会で丁寧に議論してきて、

それがおおむね反映されているとともに、特に都道府県の事務負担の軽減について配慮し

ていることは重要だと思います。 

 しかしながら、１点だけ、川﨑部会長も御指摘されたところですが、３ページ「（オ）集

計事項の変更」の中の「ａ 都道府県別集計の廃止」についてです。今回、都道府県の事

務負担を軽減し、国土交通省で抽出されることに伴い都道府県別の集計を廃止するという

ことですけれども、一般的に統計において、都道府県別の集計は１つの基本的な区分では

ないかと感じている私にとりましては、都道府県別集計の廃止については、それなりの積

極的な理由が更に必要かと思います。 

 ただ、廃止もやむを得ないという一定の方向性はあるのですが、ここで質問ですけれど

も、あらかじめ都道府県別の集計がなされていなかったとしても、利用者が御自身で集計

できるような、都道府県の違いについては、当然のことながら調査票には明記されている

でしょうか。そうであれば、利用者が必要に応じて、あらかじめ集計がなされていなくて

も、利用者の視点で公表されたものから集計することは可能だと思いますし、それがどの

ぐらいなされるかを検証しながら、プレ調査のように本当にニーズがないのか、それとも

必要なのか。「都市再生」が国家としても大変重要な課題であり、「国土強靭化」もテーマ

になっている中、20億円以上の建物については全数で調査されるということですが、それ

が都道府県によって偏りがないのかも少し気になりまして、質問させていただきます。よ

ろしくお願いします。 
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○北村委員長 それでは、調査実施者から回答をお願いします。 

○要藤国土交通省総合政策局情報政策課建設経済統計調査室長 国土交通省です。御質問

ありがとうございます。 

 御指摘の都道府県別集計ですが、ここに記載してありますように、統計精度検査報告書

においてそもそもサンプルを都道府県別というとり方をしないということで、廃止するこ

とはやむを得ないという御報告をいただいたことを踏まえて、今回このような形にさせて

いただいているところです。先ほど川﨑部会長からも御説明がございましたが、都道府県

別集計のニーズがあるかどうかについてはよく把握するようにとの御指摘もいただいてお

りますし、実際、我々がこういうデータをとる中で、地域別の差異は検証していきたいと

思っております。 

 また、都道府県別に独自に集計できるかですが、先ほど御指摘があったように、調査票

そのものにはどの物件か分かるようなことは記載しておりませんが、どの建物を調べてい

るかは当然把握しており、どの都道府県に存在する物件かは特定することができますので、

必要に応じて都道府県別にどれだけのサンプルが配分されているのかも検討し、情報提供

することはできるかと考えております。今後、その点についてはまた引き続き利用者のニ

ーズの声をよくお聞きして、特に二次利用申請等でそういったデータが必要ということで

あれば、提供することも検討し、対応してまいりたいと考えております。 

○北村委員長 どうぞ。 

○清原委員 ありがとうございます。利用を検証していくことと、今後、できる限り公的

統計を幅広い皆様に御活用いただくことも重要だと思いまして、活用の局面での利用実態、

御相談への対応、そうしたことを検証しながら、今回の答申内容について私は異議がない

わけですが、提起されている今後の対応について川﨑部会長の御指摘に賛同していること

も申し添えて、皆様の丁寧な対応をよろしくお願いいたします。 

 ありがとうございました。 

○北村委員長 どうぞ、川﨑委員。 

○川﨑委員 大事な御質問ありがとうございました。また賛同していただいて、ありがと

うございます。 

 補足を申し上げますと、この調査は「補正調査」という元々の名前が示すように、実績

を調査するものです。元々着工ベースの統計は都道府県別にあるわけです。ですから、着

工ベースと実績にどの程度ギャップがあるのかを計るとのが大きな使い方でもありますの

で、実は都道府県別についてはサンプルが非常に小さいので、規模の小さい県だと数字が

よくぶれたりすることもあって、なかなか扱いが難しいというのが元々検討のプロセスで

ありました。 

 したがって、大まかな数字としては着工と実績はそれほどないであろうという前提の下

では、都道府県別の工事費高はそれなりに使用できる状況になっておりますので、どうし

ても使いたいときには、都道府県は恐らくそういった使い方もされていると思います。そ

ういう意味では、ここの部分がリソースの制約からこのような設計になっているのだと思

いますが、そこはやむを得ないところかというのが今回の判断に至った経緯でもあります
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ので、その点だけ申し添えさせていただきます。ですから、利用上は着工であれば地域別

も使えるということを是非御理解いただけたらと思います。 

○北村委員長 ほかに。宇南山委員。 

○宇南山臨時委員 宇南山です。 

 部会の審議におきましても、私も都道府県公表の廃止については懸念したところであり

ますが、いろいろと検討する中で、幾つかの県においてはそれなりの数字が出せそうなと

ころもあるのですが、全都道府県は難しいというのが部会審議の中で明らかになっている

かと思います。ですので、今後は恐らく全都道府県ではなくて、地域別で検討いただけれ

ば、今、川﨑部会長の説明もありましたように、予定額については全都道府県がそろって

おりますので、一定の地域差のようなものが示せれば十分ではないかと考えております。 

○北村委員長 ありがとうございます。ほかに。 

○宮川委員 どうもありがとうございます。基本的にこの補正調査の議論につきましては、

かなり前から議論されてきたことでもあり、川﨑部会長以下の皆様の御尽力もあって、こ

のようにまとまったのは非常に結構かと思っています。１点お聞きしたいことがありまし

て、「補正調査」の名称を「建築工事費調査」と変えられるわけですが、変えられて、その

調査結果をウェブサイトとかに表示されるときに、今後どういう形で表示されていく予定

なのかをお聞きしたいと考えております。というのは、恐らくこの補正調査も民間のエコ

ノミストの方々は今後とも参考にされると思いますが、その際には時系列的な動向もチェ

ックされると思います。その意味で、それまで「補正調査」と記載してあったものを「建

築工事費調査」という形で、新たな調査かのような表示がなされてしまうと、時系列的な

特性が把握できなくなることが懸念されます。もちろんその点も部会で御議論されたと思

いますけれども、この点、もう一度教えていただけるとありがたいと思っております。 

○北村委員長 どうぞ。 

○要藤国土交通省総合政策局情報政策課建設経済統計調査室長 御質問ありがとうござい

ます。御指摘のとおり、「補正調査」を名称変更して「建築工事費調査」になるということ

ですが、調査としてはやっている趣旨は同じですので、そこのところは継続性があること

が分かるような形で、ホームページ上にはきちんと明記していきたいと考えております。

ただ、集計事項については全く同じではない部分がありますので、１つの表としてうまく

出せるかどうかについてはまた検討したいと思いますけれども、この調査の過去のデータ

がどのデータになっているかは、対象が分かるようにホームページで発表するような形を

検討したいと考えております。 

○北村委員長 ほかに。 

○野呂委員 今回の諮問の138号の答申案につきましては、意見や疑問があるわけではあり

ません。ただ、この統計は非常に頻繁に使わせていただいている大事な統計ですので、答

申案の４ページ目の中ほどの、「イ 建築物着工統計調査及び住宅着工統計調査の集計事項

の一部変更」に関しまして、３点ほど確認させていただきたいと思います。 

 １つは、今回こうした形で秘匿措置がされていることから、集計方法を変えるというこ

とですけれども、よく似た話が昨年の５月24日の点検検証部会の審議状況の報告において
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もありまして、用途別、構造別、大都市別表などにおいて、調査計画とは違う集計だった

のですが、これも秘匿処理の関係でそうせざるを得なかったというお話だったと思います。

話の性格としてはよく似ていると思うのです。今回こういう結論にされたことと、昨年の

点検検証部会での秘匿処理の関係で集計が行われていなかったことの、その秘匿処理と集

計はどういう関係で整理されているか、というのが質問の１点目です。 

 ２つ目は、そもそも秘匿処理の仕方ですけれども、細かい話で恐縮ですが、例えば現在

の建築着工統計の第７表の１ですと、件数の少ないセルにつきましては秘匿処理といいま

すか、工事費予定額の部分がアスタリスクでマスクが入っているわけですけれども、第38

表ですと、件数が１件のセルでも全て工事費予定額も出されておりまして、例えば目的と

か建築者の主体とか細かいところまで全部出ているので特定ができるような形になってお

り、表によって秘匿処理の方針が違うように思われます。そもそも建築着工統計におけま

す秘匿処理の仕方について、統一がとれているのかどうかが質問の２点目です。 

 最後は、そもそも論になりますけれども、先ほどの第38表ですと、非常に細かい表のた

めに、例えば個人の住宅でも１軒のセルでも床面積とか金額が出ておりまして、これは、

やや開示し過ぎのような気がいたします。秘匿処理の基準のような、どこまでが公表でき

ないかという基準をお持ちかどうかについて教えていただきたいということです。これは

今回の答申案に直接関係ありませんので、もし今お手元になければ後ほどの機会でも結構

ですので、利用者として確認させていただきたい点です。 

○北村委員長 説明者、お答えはありますか。 

○要藤国土交通省総合政策局情報政策課建設経済統計調査室長 ありがとうございます。 

 まず１点目、昨年の点検検証部会での議論の報告です。今回削除、廃止することを予定

している表は複数あるのですが、その中の１つが正に点検検証部会のときに公表・集計し

ていませんでしたというものでして、それについてはここに記載してあるように、東京都

区部の区別の集計まで、丸印が集計対象として入っていたということで、そういうところ

で集計できていないものがありましたということです。今回それと併せて、秘匿処理を色々

やっているような表についても併せて廃止ともうしますか、利用者ニーズ等も勘案し、あ

と我々の作業負担も考慮して、集計項目から変更させていただきたいということです。 

○久保国土交通省総合政策局情報政策課建設経済統計調査室企画専門官 秘匿処理の基準

ですけれども、建築物着工統計と住宅着工統計で少し異なっておりまして、建築物着工統

計では、建築物の数が１又は２の場合に工事費予定額を秘匿処理するという形で行われて

おります。住宅着工統計については、現在のところ、その建築物の数が１であっても秘匿

処理をしていない状況になっています。 

 今回、住宅着工統計の方はこれまで秘匿処理をしていなかったものですけれども、委員

がおっしゃるとおり、建築物の数が１とか２の場合はその物件が特定されてしまうおそれ

があり、今回は新たに、もしその物件の対象が１又は２だった場合にどのくらいの数が秘

匿処理されるかを、どのくらいの自治体の数が、割合としてどのくらい数が、具体的に言

いますと、2,228市町村の区分があるのですけれども、住宅の建築物の数が１又は２だった

場合に、大体３割ぐらいの市町村でどこかしら秘匿処理をしなくてはならないような状況
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になっています。そうであった場合に、時系列で見た場合、今月は秘匿処理をしていたけ

れども次の月は出ていて、１又は２だったらまた秘匿処理をしていてという、時系列で見

た場合にもっとその対象が広がるのではないかと思いまして、住宅について、新たに秘匿

処理が必要になりそうな建築物が１又は２といった数が出るところについては、今回新た

に公表する対象からは除外としたいということで集計表の見直しをしております。 

○北村委員長 よろしいですか。 

○野呂委員 今回の答申案と直接には関係ないことで申し訳ないですけれども、例えば集

計事項で表番号という一覧表があろうかと思うのですが、例えば７－１の都道府県別用途

別大分類と38の都市計画別用途別大分類、建築種別では、秘匿の方針が明らかに違うので

はないかと思います。そこの考え方を教えて欲しいということです。だからといって、今

回の答申案について反対だということはないですけれども、今御説明いただいたとおりで

して、この表の中で、秋田県、島根県といった、比較的人口が少ないところでは１件のセ

ルが多いのですが、これをすべて秘匿したら表がアスタリスクだらけになると思うので、

どういう方針なのかというのが質問の趣旨でございまして、先ほど申し上げたとおり、今

回この場ではなくて結構ですので、また教えていただけたらと思います。 

○要藤国土交通省総合政策局情報政策課建設経済統計調査室長 また詳細を確認いたしま

して、説明いたします。 

○北村委員長 時間が押していますので、また確認して説明していただきたいと思います。 

 それでは、取りまとめたいと思います。本調査は川﨑部会長から御説明がありましたよ

うに、平成28年度から長期にわたり、統計委員会において改善に向けた審議が継続的に行

われてきたものです。その結果、本日の答申として取りまとめることができたことは大変

大きな成果と考えております。今後、補正調査については調査の名称や調査内容が大きく

変わり、それに合わせて仕事の内容も大きく変えていく大胆な見直しを行っています。新

たな調査の開始は来年の１月からであり、まだ１年の時間がありますので、国土交通省に

おかれましては、新たな調査に円滑に移行できるようしっかりと準備をよろしくお願いい

たします。 

 それでは、答申案についてお諮りいたします。「建築着工統計調査の変更について」、本

委員会の答申は資料２のとおりでよろしいでしょうか。 

（「異議なし」の声あり） 

○北村委員長 ありがとうございます。それでは、答申案のとおりといたします。 

 川﨑部会長をはじめとする産業統計部会の所属委員等におかれましては、部会での御審

議どうもありがとうございました。 

 それでは、次の議事に移ります。次の議事は、部会の審議状況についてです。まず、人

口・社会統計部会において審議している医療施設調査及び患者調査の審議状況について、

津谷部会長から御報告をお願いいたします。 

○津谷委員 それでは、今週月曜日、１月20日に開催された第113回人口・社会統計部会に

おける医療施設調査及び患者調査の１回目の審議状況につきまして、資料３－１に基づき、

報告いたします。審議事項も多岐にわたっておりますので、ここでは特に議論のあったと
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ころを中心に報告いたします。なお、部会の議事概要につきましては、時間的制約のため、

本日の資料として配布することができませんでしたので、口頭での説明となりますが、主

な構成員からの御意見も紹介しながら、報告いたします。 

 第１回の部会では、主に医療施設調査の調査事項の変更について審議を行いました。始

めに、資料３－１の１ページ、「（１）報告を求める事項の変更」のうち、２つ目の丸の「診

療科目」を把握する調査事項のうち「神経内科」を「脳神経内科」に変更することについ

ては、これまでの「神経内科」という名称では、一見して、診療内容が分かりにくく、ま

た心療内科など他の診療科が混同されるような名称であるとして、関係学会における決定

を踏まえて、より適切な診療科目名に変更するものであることから、適当と整理いたしま

した。ただし、この名称変更に伴い、調査結果の時系列比較等の観点から、統計利用者に

混乱が生じないよう、結果公表に当たっては、今回の変更内容について、丁寧かつ適切な

説明を行っていただくよう求めたところです。 

 次に、その下の３つ目の丸、「科目別医師数（常勤換算）」を把握する調査事項の削除に

ついてです。この事項については、診療科目別に実人員ではなく、常勤換算した人数、す

なわち、全従業者の労働時間を足し、フルタイムの労働時間で割ることにより、通常何人

働いているかというマンパワーを示す人数を計算して記入する必要があることから、報告

者において相当の記入負担を伴うものです。しかし、この情報はあまり利活用されておら

ず、また、実人員ベースではあるものの、業務統計である医師・歯科医師・薬剤師統計に

おいても、科目別医師数についての把握が可能であるため、削除することとしているもの

であり、報告者負担の軽減にも寄与することから、適当と整理いたしました。 

 次に、その下の４つ目の丸、「受動喫煙対策の状況」を把握する調査事項における選択肢

区分等の変更についてです。これについては、健康増進法の一部改正に伴い、令和元年７

月１日から、医療施設を含む第一種施設においては、屋外での受動喫煙防止のために必要

な措置が講じられた場所に喫煙場所を設置することは可能であるものの、原則、敷地内禁

煙とされたことを踏まえまして、選択肢を「敷地内を全面禁煙にしている」と「特定屋外

喫煙場所を設置している」の２択に変更することとしております。 

 部会では、法令上の規定どおりの措置を適切に講じているか否かの実態把握は、別途の

調査で行うのが良いという御意見や、全ての医療機関が法令に従って適切な措置を講じて

いることを前提にしたような選択肢の設定は、的確な実態把握の観点から見て疑義があり、

仮に十分な措置が講じられていない施設もあった場合に、誤った回答に誘導しかねない懸

念があるとの御意見もあったため、調査実施者において改めて整理・検討の上、次回部会

において、引き続き審議することといたしました。 

 次に、１つ飛ばしまして６つ目の丸、「緩和ケアの状況」を把握する調査事項における項

目名の変更についてです。これは、新規依頼患者数を把握する項目については、本来は緩

和ケアの依頼を受けて実際に介入、いわゆる緩和ケアを実際に行った患者数を記入するも

のですが、項目だけを見ると、依頼のみで緩和ケアを行うに至らなかったものまで含むよ

うに読めますため、報告者に紛れが生じないよう、「新規介入患者数」と適切な表記に変更

するものであり、適切であると整理いたしました。ただし、先ほどの診療科目の場合と同
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様に、項目名の変更に伴い、調査結果の時系列比較の観点から、調査結果公表の際、今回

の変更内容について、丁寧かつ適切な説明を行っていただくよう求めたところです。 

 次に、その下の７つ目の丸の「手術等の実施状況」を把握する調査事項における「帝王

切開を除く無痛分娩」の項目の追加についてです。これは、従来から設けている「分娩（正

常分娩も含む）」の内訳項目として、「帝王切開を除く無痛分娩」の実施件数を把握する項

目を追加するものであります。これについては、行政ニーズを踏まえ、これまで把握され

ていなかった無痛分娩の実態を的確に把握しようとするものであるところから、適当と整

理いたしました。しかし、無痛分娩については幅広く解釈される可能性があることから、

報告者に紛れが生じないよう、その定義について、調査の手引などで丁寧に説明するよう

求めたところです。 

 その他の変更事項につきましては、いずれも行政ニーズや法令改正を踏まえ、実態のよ

り的確な把握をするための変更を行うもの、また、状況変化により、引き続き把握する必

要性が乏しくなった調査事項を削除するものとなっており、いずれも適当と整理いたしま

した。 

 最後に、今後の予定ですが、２回目の部会を２月10日に開催し、残りの審議事項につい

て引き続き審議を行い、３月の統計委員会において、答申案をお諮りしたいと考えており

ます。 

 私からの報告は以上です。 

○北村委員長 ありがとうございました。ただ今の報告について、何か御質問はございま

すか。よろしいですか。 

 報告ということなので、取りまとめたいと思います。第１回の部会では、医療施設調査

の多岐にわたる調査事項の変更について御審議いただいたようであり、その方向性につい

ては、基本的に賛同いたします。しかしながら、津谷部会長から御指摘がありましたよう

に、「受動喫煙対策の状況」を把握する調査事項の選択肢の件については、本調査が全ての

医療施設を対象とし、施設の整備状況の実態を明らかにする唯一の基幹統計調査であるこ

とも踏まえ、医療施設における受動喫煙対策の実態を正確かつ適切に把握する観点からも、

可能性として考え得る適切な選択肢の設定となるように、部会において十分に審議してい

ただきたいと思います。 

 また、厚生労働省においては、今回の調査事項の内容は変わらず、表現ぶりのみの変更

を計画している調査事項について、調査結果の時系列比較等の観点から、統計利用者に混

乱が生じないように、結果公表に当たっては、今回の変更内容に係る丁寧かつ適切な説明

をするようにお願いいたします。 

 津谷部会長を始めとする人口・社会統計部会の所属委員等におかれましては、部会での

御審議ありがとうございました。次回部会までで変更計画の内容については、一通りの審

議が行われる予定のようですが、まだ多くの重要な審議事項が残されていますので、引き

続き御審議をよろしくお願いします。 

 それでは、次に移りたいと思います。点検検証部会の審議状況について、津谷部会長か

らお願いいたします。 
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○津谷委員 それでは、次に昨日開催されました第13回点検検証部会における審議状況に

ついて報告いたします。なお、部会審議についての議事概要は間に合いませんでしたので、

昨日の部会資料を本日の資料３－２として配布させていただき、情報共有を図るとともに、

部会での審議状況を口頭で報告いたします。 

 まず、一斉点検を踏まえた個別統計の改善について、取組状況に関する報告のポイント

を、資料３－２を参照しながら共有させていただきます。この一斉点検については、初め

ての方もおられますので、その背景事情から簡単に説明をいたします。 

 資料２ページ、下のスライドのとおり、昨年１月に毎月勤労統計調査の問題が判明した

ことを受け、各府省は全ての基幹統計調査を対象とした一斉点検を行いました。その後、

一般統計調査についても、基幹統計調査に準じて一斉点検を実施しました。その結果、毎

月勤労統計調査のほかには、利用上重大な影響がある事案はないということを確認いたし

ました。しかし、重大な影響を及ぼすものではないものの、作業ミスによる結果数値の誤

りがあった調査も報告されたほか、手続上の不備として承認された調査結果との相違が見

られた事案が数多く報告されました。 

 これに対し再発防止策では、資料３ページのスライドに整理しておりますように、結果

数値の誤りについては訂正と公表を速やかに実施すること、調査計画との相違が確認され

たものについては、調査ごとの改善案を検討し、令和元年末までに総務省に報告すること、

総務省は個別改善案の内容を確認し、統計委員会に報告することとされていたところです。

今回、総務省からこの報告を受け、本部会において審議を行いました。 

 次に、この改善状況の概要について御報告いたします。総務省からの取りまとめ報告に

当たりましては、事前に相談を受け、全体の概要を把握できるよう、４ページ上のスライ

ドにありますように、改善案が決まっている、決まっていないに大別した上で、更に改善

案が決まっているものについて、対応済、対応中、対応予定に区別して、取組状況の明確

化を図るよう求めたところです。各府省における取組状況につきましては、同じ４ページ

下のスライド以降に整理されております。数値に誤りがあり、影響度区分Ⅲ及びⅣとされ

た調査については、現在、本委員会にて改善を支援しております毎月勤労統計調査、及び

その結果を集計に活用している２つの一般統計調査を除き、全て結果数値も訂正・公表が

完了し、対応済としております。 

 詳しい状況は次の５ページ上のスライドにも整理されておりますが、手続上の不備があ

った影響度区分Ⅰ及びⅡの調査についても、次回の実施時期が不明確、及び報告者数など

調査の基本的内容が未確定との理由により、改善案が決まっていない２調査を除いて、約

９割が対応済又は対応中、残りの１割も改善方針に沿って対応予定となっています。 

 今後は６ページ上のスライドにありますように、後ほど御報告いたしますＰＤＣＡサイ

クルの確立などを通じた改善を進め、個別の諮問審議の際などに確認することとしていま

す。今回見出された調査計画との相違については、このように改善を進めていただいてお

りますが、今後同じような手続上の不備が数多く発生するような事態は防がなければなり

ません。そのためには各府省における努力だけではなく、調査計画を承認する総務省にお

いても、計画の記載の仕方や表現、審査の重点化などの工夫を図っていただき、更に軽微
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な修正については迅速に改善を図ることができるようにすることで、調査計画との相違が

少なくなるような対応をすることも必要です。 

 今回の点検では、６ページ下のスライドで紹介しておりますように、インターネット上

で結果を公表しているため、利活用ニーズが乏しくなった紙媒体による報告書の廃止や、

集計予定のない事項の細かな誤記載などにより、調査計画と実態との相違が生じてしまっ

たといったような事例もございました。基幹統計については、調査計画の変更には、原則

として本委員会による諮問・審議が必要となります。例外的に諮問を不要とした上で事後

的に報告を求める処理を可能とする場合については、いわゆる軽微処理基準というものを

本委員会の決定として定めております。この基準で明確に判断できない場合には、個々に

担当部会長や委員長に諮問を不要とすることについて了解を得るなどの手続や時間が必要

となります。 

 次の７ページにかけて紹介しておりますように、時間をかけた手続を課すよりも、迅速

に改善し、事後に確認する方が合理的と考えられるような例はほかにもございます。そこ

で、事前に事務局からの相談を受け、各委員の御意見も確認した上で、この点についても

課題として報告を受け、審議の対象といたしました。 

 ということで、本部会では、以上のような報告や提案を踏まえて審議を行いました。計

画との相違のみに着目した点検結果であることにも留意した上で、審議結果につきまして

は以下のように取りまとめました。まず、各府省における個別統計の改善については、改

善は着実に進展しているとする意見が構成員の大勢を占めたことから、取りまとめにおい

ても同様に評価しました。一方で、引き続き対応が必要な調査もありますので、各所管府

省においては、引き続き改善を進め、信頼回復に努めるよう要請しました。 

 また、今回の報告を通じ、５ページ下のスライドに整理されている計画と不整合となっ

ている内容を見ますと、僅か１日の公表の遅れとか、計画記載の誤り、記載漏れなどもこ

こには含まれています。このように調査計画の記述が詳細かつ具体的過ぎることも、計画

との相違を生む要因の１つではないかとの御指摘が構成員からありました。この点につい

ては、総務省から、報告者の負担軽減、統計の精度確保などの重要な事項を除き、状況変

化に柔軟に対応し得るよう、幅を持った記載を許容する方向で検討しているとの報告もあ

りましたので、その検討を加速するよう要請いたしました。いわゆる軽微処理基準に関す

る課題についても、改善が必要ではないかとの御意見が大勢を占めましたが、この基準は

統計委員会における決定となっております。そのため部会としましては、今回の部会報告

を通じて、本委員会に課題提起を行う形で取りまとめましたので、御検討のほどよろしく

お願いします。 

 次に、ＰＤＣＡサイクルによるガバナンスの確立に関する報告です。資料３－２の８ペ

ージ以降となります。先ほど御説明した再発防止策において、８ページ下のスライドにあ

りますように、専門的知見に基づき調査計画を策定し、それに沿って調査を実施した後に、

統計幹事のトップマネジメントの下で事後検証を行い、以後の調査計画を改善するＰＤＣ

Ａサイクルの整備を進めることがガバナンスの改善を図る上でも重要と指摘しているとこ

ろです。 
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 政府としては、この指摘に対応して、最後の９ページ下のスライドにありますように、

具体的な取組の指針となるガイダンスの策定に向け、府省横断的なワーキンググループを

設置し、検討を進めているとの報告がありました。その後の意見交換では、この報告につ

いて、ＰＤＣＡサイクルの確立は公的統計の信頼回復の基盤となる重要な取組であり、取

組の一層の推進が必要である、また調査計画を策定する時点で、事後に点検評価が行われ

ることを見越して、あらかじめ検証すべき課題を明確にしておくなどの工夫も必要である

との指摘がありました。また、ユーザーなど外部の目からの検証、フィードバックが機能

するよう透明性の確保が重要、そして統計幹事が負う責任や役割などの明確化も必要であ

るとの意見もありました。更に、個々の調査のＰＤＣＡはこの方向で進めていくとして、

統計全体の体系の在り方などは、別途統計委員会での議論が必要などの意見が出されまし

た。このため部会としては、引き続き政府において検討を推進するとともに、必要に応じ

て状況を報告するよう要請しています。 

 私からの御報告は以上です。 

○北村委員長 ありがとうございました。ただ今の報告について何か御質問、御意見はあ

りますか。 

 どうぞ、野呂委員。 

○野呂委員 質問ではなく感想ですけれども、５ページ下の改善状況一覧の中で、一番多

いのが公表期日ということで、その対応の中で改善の具体例というところの、２つ目の点

ですけれども、結果利用に支障がない範囲では後ろ倒しもあるとなっております。これも

やむを得ないかと思うのですが、ただ、この結果利用に支障がないのをどう確認するかが

なかなか難しいかと思います。先日審議した統計で９か月ぐらい恒常的に公表が遅れてい

る統計がありまして、これは公表を後ろ倒しにする方向になったのですけれども、その場

合、支障がないかどうかということで、利用者の方からの疑義とか、問題指摘はなかった

のかを調べてもらったところ、そういったことは特になかったということで、それであれ

ば問題はないかという結論になったわけです。先ほど津谷部会長からも御説明がありまし

たとおり、一般の利用者の場合の影響などを見るという意味でも、早目にそういう統計利

用者からの疑義や問題指摘をうまくくみ上げられるような仕組みを作っていただくと、一

般の利用者の利用に影響しないかどうかもっと言うとＰＤＣＡも含めて、円滑に進むので

はないかと思いますので、意見として申し上げたいと思います。 

○北村委員長 どうぞ。 

○津谷委員 御意見ありがとうございます。これは変更申請の審査に係るものでもありま

すので、担当の方から御説明をお伺いしたいと思います。審査官室、お願いします。 

○上田総務省政策統括官付参事官 それでは、私から説明いたします。 

 まず我々は審査をする際に、一般統計調査の場合は行政利用を中心に申請が上がってま

いりますので、実際に利用される目的がかなりはっきりしているものについては、間に合

うという前提の下に後ろ倒しにされるということです。併せまして、よく確認させていた

だくのは、例えばＳＮＡが使っている場合に確実に集計に間に合うかとか、そういった視

点からも問題ないというお答えをいただいた上で承認するケースが多いと承知しています。 
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 ただし、民間利用に関しては、いつが期限だといったことはなかなか難しいと考えてい

ますけれども、利用状況に関しましてはインターネットのダウンロード数といったものを

チェックする場合もありますし、併せまして、よく各省で御報告いただけるのは、例えば

二次利用の件数が多いとかいう統計についても、利用があるのだという、確認の対象にな

るのかと、統計個々において各利活用の状況はあると思いますので、そのような委員から

の御指摘を踏まえながら、今後しっかり審査していきたいと思います。 

○北村委員長 ほかにございますか。どうぞ。 

○鈴木総務省統計委員会担当室次長 事務局からも少し補足いたします。今、野呂委員か

ら利用状況についてという、個々の利用状況は別としまして、統計委員会担当室は平成29

年度に民間委託研究として、利用状況調査を行っております。これを平成30年３月にまと

めて、同じ30年８月に統計委員会で報告しております。まずは実施しました利活用状況調

査を十二分に活用していくことだと思っておりますけれども、今後も社会経済情勢の変化

とか、あるいは調査を依頼する先方の負担とか、あるいは政府統計の見直しの周期とか、

様々な要因などを踏まえながら、必要に応じて実施してまいりたいと考えております。 

 以上補足です。 

○北村委員長 よろしいですか。ほかに何か御意見はないですか。 

 それでは、取りまとめたいと思います。まず統計委員会といたしましても、委員会建議

の再発防止策に沿って一斉点検の結果、調査計画との間に相違が確認された統計調査の改

善が着実に進められていることを評価したいと思います。各府省統計幹事の皆様を中心に

引き続き改善に努めていただきたいと思います。また、各府省統計幹事の下で継続的なＰ

ＤＣＡサイクルを回すことをルール化し、自ら不断の改善に取り組むことは公的統計の信

頼回復を進める上で基盤となる重要な取組ですので、各府省一体となった検討を推進し、

取組の実現・実行に努めてください。 

 更に総務省においては、各調査の改善を推進する上でも、再発防止策に沿って、状況の

変化に対応できるような計画の記載の仕方、承認審査の重点化などの実現を図るよう、各

府省の協力も得て検討を推進していただきたいと思います。統計委員会といたしましても、

部会から課題提起のあった基幹統計調査の変更に当たり、諮問審議を必要としない軽微な

事項の範囲について、関係の部会長とも相談し、対応策を検討したいと思います。 

 津谷部会長をはじめとする点検検証部会の所属委員の皆様におかれましては、貴重な課

題提起、どうもありがとうございました。 

 それでは、次の議事に移りたいと思います。毎月勤労統計についてです。今回は遡及推

計作業の進捗状況と、近日予定されている公表データの提供方法の一部見直しについて報

告していただきます。 

 それでは、厚生労働省から御説明お願いいたします。 

○瀧原厚生労働省政策統括官付参事官付統計管理官（雇用・賃金福祉統計担当） 厚生労

働省でございます。先ほど北村委員長からお話のありました毎月勤労統計の遡及推計につ

いて及び公表データの一部を改善したいと思いますので、その件について報告します。 

 まず、資料４－１です。こちらは遡及推計の現況です。２ページに遡及推計の流れとい



 －21－ 

うことで、これまで進めてきています流れを記載しています。このうち赤字の部分が検討

課題として出てきたものです。最初に、真ん中のところにありますｂの下に記載していま

す赤字です。これについては、既にこれまでの委員会で御報告しております平成16年１月

分から12月分の調査票情報につきまして、産業分類を14年改訂のものに付け替える作業が

必要になったということで、前回も御説明をいたしましたけれども、これについて少し補

足的なものを参考資料で御説明させていただきたいと思います。恐縮ですが、１枚めくっ

ていただきまして４ページです。 

 産業分類の付け替えについて記載しておりますけれども、前回までの作業ということで、

四角で囲んだ中の２つ目の丸、４行目で記載しておりますが、16年１月分について産業大

分類で見たときに、付け替え後の誤差が最大で0.02％程度に縮小したこと。あるいは指数

作成産業についても0.1％程度になったということで御報告いたしました。実際この積み上

げ等産業といいますのは、中分類等で成り立っておりますので、どの程度が誤差なくでき

ているのかもお示しする必要があると思いまして、それにつきましては、下の作業の現状

のところ２つ目の丸ですが、積み上げ等産業が59産業ございます。このうち47産業につき

ましては一致した数字となっていますので、ここは誤差が出ていないということです。残

り12産業のところに誤差が少しあるわけですが、そこにおいても最大0.1％程度に抑えられ

ているという現状です。 

 あと、調査産業計には影響しない公表する産業としては53産業ございます。その53産業

のうち44産業は一致しておりまして、残りの９産業で誤差が出ています。この従来の公表

値との差は最大で3.4％となっておりますので、これ自身は我々としては少し大きいと考え

ており、引き続き小さくするような努力を続けていこうと考えております。ただし、ここ

の部分は調査産業計に影響しないものですので、同時並行で進めておいて、実際の推計作

業自身はもう積み上げ作業等の誤差は抑えられたと判断し、現在、作業を進めている状況

です。 

 これが追加的な状況です。その作業を進める中で出てきている課題について、２ページ

に戻っていただきまして、少しお話ししたいと思います。 

 次は２ページの一番下の赤い文字です。雇用保険データの補正率の推計を併せてやって

いるわけですけれども、その中で秘匿措置をされているデータがございます。各月そうい

ったデータがございますけれども、これについて以前の統計委員会で検証する時に、秘匿

された部分については何らかの集計の元データに戻って、公表されていないけれども、秘

匿データの元データをチェックして、そこでの推計を行うという御意見をいただいたとこ

ろで、そのように進めております。その中で平成19年１月分から７月分について、公表さ

れているデータは残っているのですけれども、秘匿されている元データまでは見つけられ

ない部分があることが分かりました。 

 これについて５ページの参考資料２を御覧ください。四角囲みの２つ目のポツになりま

すけれども、具体的に秘匿措置の元データが見つかっていないものが、Ｊ49とＰ79、「各種

商品卸売業」と「協同組合（他に分類されないもの）」の２つです。ここにつきまして、1,000

人以上と500～999人規模のところ、あるいは100～499人、30～99人規模のところが秘匿さ
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れているけれども、その元データ自身が見つけられないため、単純に推計値、雇用保険デ

ータによる補正率の推計値が出せないことになります。そのため、３つ目のポツになりま

すけれども、この２つにつきましてはその前の月のデータを使うということで、平成19年

１月から平成19年６月までの秘匿されていない規模の労働者数に対して、平成18年12月分

の規模別労働者数の比率を使って、平成19年１月以降について、前月末労働者数及び本月

末労働者数の推計を行うことによって処理したいと考えています。若干の誤差は含まれま

すけれども、非常に近い時期での推計になりますので、それほど大きな誤差は出ないだろ

うと判断をいたしまして、このように進めたいと考え、御報告させていただくものです。 

 なお、今申し上げましたＪ49とＰ79につきましては、２つ目のポツの下から２行目のな

お書きに記載しておりますけれども、これらは調査産業計には影響しない産業ですので、

この分類については一定の誤差が入る可能性はありますが、調査産業計には影響が出ませ

んので、作業はこのまま進めさせていただきたいと思います。 

 以上が参考資料２です。 

 続きまして、今度は３ページです。平成16年から順次年次ごとに作業を進めているわけ

ですけれども、ここからは平成21年以降の作業についてです。分けて記載しておりますの

は、これまでは同じ作業を繰り返すことによって作成できるわけですけれども、ここにつ

きましては平成18年の事業所・企業統計調査のベンチマーク更新に対応し、ギャップの修

正をかける必要があります。このギャップ率をここでの集計のときに算定する必要があり、

そのために雇用保険の補正率の推計方法も全く同じプログラムを使うのではなく、一定の

修正をする必要があるということです。 

 具体的には７ページ参考資料３を御覧ください。併せてその下の８ページの図も両方御

覧ください。８ページの図で申し上げますと、毎月勤労統計調査の数字が黒いラインでお

示ししています。従来の公表値を細い線、現在取り組んでおります遡及推計を太い線でお

示ししております。平成18年10月時点において、平成18年の事業所・企業統計調査の常用

雇用者数が計測されていますので、これと毎月勤労統計のギャップをギャップ率で把握し

ます。このギャップの把握率を使って毎月勤労統計の補正をいたします。ただ、18年の10

月時点ではまだその数字は分かりませんので、具体的には平成21年１月時点でこの修正を

行います。その時にギャップ率を使うわけですけれども、その際に雇用保険データの補正

率が入ってきます。 

 今回、遡及推計をやるに当たっては、それを黒い太い方の線におけるもので、ギャップ

率も変わっていきますので、Ｇ
－

として「Ｇ」の上部に棒を付けたものにしております。こ

のＧ
－

を使ってΔｘを推計して、それ以降の推計値にそれを掛けるということで、７ページ

に式で示しております。関係としてはパラレルです。ＧとＧ
ー

の関係は、それぞれ計測され

ているａとａ
ー

に係ることが①に記載してあります。Ｌについては事業所・企業統計調査で

すから、変わらぬ数字ですので、ギャップ率自身を変更してまいります。これに対応した

もので平成21年の数字、平成20年12月分の数字をギャップで修正をかけることをとりまし

て、その際に下にありますように、雇用保険データによる補正率、あるいは毎月勤労統計

データによる補正率がΔｘ、Δｙとなりますけれども、それがパラレルとなりまして、バ
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ーが付いたもの同士でやるというところに、バーが付かないもの同士の補正率を算定した

ものを使い直します。基本的な考え方としては同じものですが、ひと手続、作業として一

つ入るという御報告となり、このように進めていきたいと考えております。 

 以上が参考資料３となります。３ページに戻っていただきまして、これと同じようなこ

とが、平成22年１月において発生します。平成22年１月につきましては、産業分類の表章

の変更があるということで、それに伴って雇用保険データの補正率も修正、あるいはその

方法を改善する、それに合わせた形に変更する必要がございます。まだ産業分類は入り繰

りがありますので、そこの部分がどのような形で雇用保険データの補正率に適用されるか

は、今精査しているところですので、次回御報告させていただきます。 

 これが全体の流れとなります。平成16年１月の付け替えができましたので、現在それ以

降の実数値の推計を進めている段階です。 

 以上が、遡及推計の御報告です。 

 併せまして、１点御報告したく、資料を用意いたしました。資料４－２「毎月勤労統計

の公表データの改善について」になります。 

 １ページ目、先ほど御紹介がありました点検検証部会の中での質問と我々の回答を記載

しております。毎月勤労統計につきまして、時系列比較をしていただくためのデータを提

供しておりますけれども、現在、実数・指数累積データとして公表しております。これに

つきまして質問等の中のポツにありますけれども、現在、実数・指数累積データのファイ

ルが提供されているが、非常に使いにくいとの御意見をいただいております。具体的には

「ファイルサイズが非常に大きい」、「フィールドの記号が理解しにくい」として、改善が

できないかという御意見となっております。我々としましては、ファイルの分割をする、

ヘッダーを付ける、といったことを検討したいと回答しております。今般、これにつきま

して次ページ以降のように改善し、公表したいと考えており、その点につきまして本統計

委員会に御報告させていただきます。 

 ２ページを御覧ください。これが現状です。現在、ｅ－Ｓｔａｔを御覧いただきますと、

上の赤い線で四角く囲ったところ、実数・指数累積データというものがＣＳＶファイルで

１つ提供されています。併せまして、それのレイアウトがどのようなものかも下のＰＤＦ

ファイルで公表しております。ここを御覧いただければ、データファイルがどういう構成

になっているかが分かる様になっているのですけれども、実際開いたものが、２ページ目

中央のＣＳＶより一部抜粋したものとなります。端的には、１つのファイルの中に実数関

連データ、指数関連データ、賞与関連データが３段重なっているという状況でして、かつ、

それぞれのデータで示しているデータが少し違いますので、１つの縦を見ていただいた時

に、その縦の数字、例えばＬの列ならＬの列のところで示している数字は、実数関連デー

タでしたらこういう数字、指数関連でしたらこういう数字ということで少し意味合いが変

わっております。それらは解説ファイルを見ていただくと分かるのですけれども、見ない

と分かりません。あるいは一番左、Ａの列を見ていただきますと、それがどういうデータ

かも文字化されていまして、この解説もあるのですけれども、識別符号が何かは解説を見

ないと分かりませんので、この点を改善したいと考え、３ページに変更案をお示ししてお
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ります。 

 まず、３つに分割いたしますファイル自身を実数と指数と賞与関連で分けております。

そして、分けることによりまして各列が何を示すかは固定化されますので、それを日本語

で示すヘッダーを付ける。あるいはＡ列のところで、各行が何を示しているかも日本語で

追加したいと思っており、このように変更することで、少しでも利便性の向上を図れれば

と思っております。 

 なお、この公表の今後のスケジュールにつきまして、４ページに記載しております。色々

な民間の研究者の方、あるいは企業の方も使っておられると思いますので、変更に当たり

ましてはしっかり告知していきたいと思っております。よろしければ、１月下旬にレイア

ウトの変更とそれをどのように行うかのスケジュールをホームページ及びｅ－Ｓｔａｔに

示しまして、２月の毎月勤労統計調査12月分の確報公表時に、今お示ししました新しいレ

イアウトを掲載したいと思います。ただし、従来のレイアウトを使って色々分析や、ある

いはマクロなどを使って集計している方もいらっしゃるかもしれませんので、２月の時点

は新旧レイアウト両方ともお示しいたします。１月分の確報公表は４月７日に予定してお

りますので、その時点で新レイアウトに完全に移行し、旧レイアウトの方は削除したいと

考えております。 

 以上、簡単ではございますけれども、公表データの改善についての御報告といたします。

よろしくお願いいたします。 

○北村委員長 ありがとうございました。それでは、ただ今の２つの報告について、何か

御意見、御質問はございますか。 

 宮川委員。 

○宮川委員 どうもありがとうございます。私から資料４－１について御質問いたします。 

 中身というよりも、この１年間ほど遡及推計に対して、厚生労働省の御努力には感謝し

たいと思っているのですけれども、その御努力のおかげで、作業が若干絞られてきたよう

に思います。それが３つの参考資料のところであろうかと思うのですけれども、既にこの

問題が分かりましてほぼ１年が経過し、かつ統計委員会のメンバーも変わっていますので、

残された問題が何なのかと、その解決にどの程度の時間がかかるのか、工程表のようなも

のを次回辺りにお示しいただけると、非常に見通しがよくなるのではないかと思っており

ます。 

 これは私の意見です。よろしくお願いいたします。 

○北村委員長 厚生労働省から何かお答えがあれば。 

○瀧原厚生労働省政策統括官付参事官付統計管理官（雇用・賃金福祉統計担当） 御意見

ありがとうございます。我々としましても、今回の事案が出てから１年が経過しておりま

すので、できるだけ速やかに作業を進めたいと考えております。課題といたしましては、

実数につきましては今作業を進めており、この後、指数の作成となります。指数の部分は、

もちろん水準の問題もありますけれども、前年比が利用の方々にとっては非常に重要とな

ってくるかと思いますので、それにつきましては、実数値を一定の作業まで進めた上で指

数に転換するわけですけれども、実数の誤差が、実際指数になったときにどの程度イレギ
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ュラーなところが出てくるかが非常に悩ましいところです。そこは実際計算してみないと

分からないですが、理屈としてはこれが最善と思われるけれども、結果として合理的なも

のになっているかどうかはしっかり確認・検証していかないといけないと思っております。

指数は先ほども少し出ましたけれども、指数のギャップ修正とかをいたしますので、その

辺りの影響もしっかり見ていかないといけないと思っており、実際の今後の作業として１

つの大きな課題かと考えております。 

 ですので、その辺りについてどのような状況になるかは、今、私どもの作業の中では想

定できていませんけれども、今後の進め方につきましては引き続き検討して、できる部分

で御報告させていただきたいと思っております。 

○北村委員長 よろしいですか。 

○宮川委員 どうもありがとうございます。実数について絞ってきたということであれば、

その後も今おっしゃったように、指数にして前年比等、それからギャップ修正等が、時間

がかかるということであれば、できるところ、見通しがつくところまでは工程表のような

ものはある程度作成いただいて、その後次の段階といいますか、実数から指数への転換、

これこれの課題があるということをそれぞれ作成いただく方法で、出し方については色々

とあるわけですけれども、段々メンバーも変わっていますし、もう少し見通しを良くして

いただいた方が、厚生労働省の御努力がむしろ分かるのではないかと思っております。 

 以上、私の感想です。 

○北村委員長 よろしいですか。私もある程度見通しを立てていただいた方が今後の作業

もはっきりすると思うので、検討してください。 

 ほかに何か御質問はありますか。 

 時間も迫っていますので、取りまとめたいと思います。まず遡及推計については、現在、

平成16年１月以降のデータを古い時点から順に計算し始めているということです。平成16

年から平成23年の統計データを復旧させるためには、本日御説明のあった平成21年のベン

チマーク更新時、平成22年の産業分類見直し時の母集団労働者数についての適切な推計方

法を確立する必要があると思います。厚生労働省には、引き続き精力的に遡及推計作業に

取り組んでいただきたいと思います。それから、今ありましたように、ある程度の工程表

のようなものも、なるべく早い時点で見通しを立てていただきたいと思います。 

 時系列データの提供方法の見直しについては、川﨑委員からの御指摘もあったと思うの

ですけれども、統計利用者の利便性に配慮した適切な対応だと思います。毎月勤労統計は

多数の外部ユーザーが利用する重要な統計ですので、今後も前広な情報提供をお願いいた

します。 

 ありがとうございました。 

 それでは、次の議事に移ります。令和２年度統計リソース状況について取りまとめたと

のことですので、総務省政策統括官室から御説明をお願いいたします。 

○山田総務省政策統括官付統計企画管理官 それでは、御説明いたします。リソース関係、

お手元資料５－１と５－２という２つお配りしておりますが、本日は５－１で御説明いた

します。 
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 統計リソースにつきましては、昨年７月、統計委員会から建議をいただいているところ

です。それを踏まえまして、各府省においては、それぞれ予算や機構・定員について要求

を行ってきたところです。このたび来年度、令和２年度の政府の案がまとまったところで

すので、こちらのリソースの状況について御説明させていただきます。 

 お手元資料５－１、表紙をめくっていただきまして、まず予算の状況です。重点配分と

いうことで、リソースの建議をいただいたものに沿った内容として、今回予算としまして

は、119億4,000万円が確保できたところです。主なものとして、重点事項として５つの項

目をいただいておりましたけれども、例えばそのうちの２つ目、プロセスの適正化関係で

は、厚生労働省において作成プロセスの標準化、統計処理のシステムの今後の方向性に関

する調査研究といったものについても措置されているような状況です。また、一番下の項

目、基盤整備関係ですが、厚生労働省の統計研修事業について予算が確保されている状況

です。 

次に、定員関係です。こちらにつきましては39人の定員が措置されているところです。

ガバナンスの確立とか、ＰＤＣＡが確実に回る仕組みを担う体制整備に関するものなどが

措置されているということです。なお、ここに記載しておりませんが、昨年の建議の中で

分析審査官の話がございまして、今回御説明の資料は令和２年度のものですけれども、先

んじて昨年の夏の時点で内閣官房に20名の分析審査官の定員が付いているということです

ので、この39名とは別に更に20名の措置がされていることになります。ある意味、先んじ

て付いているものがありますので、御参考までに御紹介いたします。 

 次のページ、参考１はリソース建議に限らない全体のもので、折れ線グラフが国の予算

の推移、下の棒グラフが職員数となっております。それから、最後のページは御参考です。

リソースの確保・活用事例ということで、各府省、業務の見直しや、専門人材の配置につ

いて色々工夫されているということですので、その状況について参考までに御紹介させて

いただくものです。 

 簡単ですけれども、私の説明は以上です。 

○北村委員長 ただ今の御説明について何か御質問、御意見はありますか。よろしいです

か。 

 それでは、取りまとめたいと思います。ただ今御報告がありました各府省の統計リソー

スの確保状況について、統計委員会としても引き続き注視するとともに、統計リソースの

確保を支援していきたいと思っております。 

また、各府省におかれましては、今後とも各種課題の解決に必要なリソースの確保に努

めていただき、そのリソースを活用し、再発防止策や統計改革推進会議が取りまとめた総

合的対策も踏まえた統計の品質確保にしっかりと取り組んでいただくようにお願いいたし

ます。 

 それでは、本日用意しました課題は以上です。次回の委員会の日程について、事務局か

ら御連絡をお願いいたします。 

○櫻川総務省統計委員会担当室長 次回の委員会については調整中です。日時、場所につ

きましては別途御連絡いたします。 
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○北村委員長 以上をもちまして、第145回統計委員会を終了いたします。どうもありがと

うございました。 

 


